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公益財団法人いわて産業振興センター令和２年度事業計画 

 

【基本方針】 

 北上川流域を中心とした加速的な産業の集積や「第４次産業革命」の進展、低金利政策の長期化に伴う

財務基盤への影響など環境変化に適切に対応しながら、本県産業振興の中核的支援機関として、国、県、

商工団体、大学等関係団体との連携を密にし、直接の顧客である県内中小企業者に対し、顧客満足度の高

い支援を行うとともに、一層の自律的な運営をめざし、健全な財政体質の維持向上に努めつつ、効率的・

効果的な業務運営と職員の育成、働きやすい職場づくりに取り組む。 

 

【中期的な取組方向】 

Ⅰ 事業運営 

１．北上川流域を中心とした加速的な産業集積など環境変化に対応しながら、ものづくり産業の振興

とその集積の促進に取り組む。 

２．県内中小企業の生産性向上、競争力の強化を図るため、工程カイゼンの推進、ＩｏＴ、ロボットな

どの導入を促進するととともに、これらを担う人材の確保・育成に取り組む。 

３．産学連携の一層の強化を図りながら、研究技術開発プロジェクトの推進、事業化の支援により、研

究開発型企業の育成に取り組む。 

４．被災地域の産業復興に向け、制度融資の活用や経営課題の分析、商品企画、販路開拓など被災企業

の収益体質を強化できるよう一貫した支援を行う。 

５．地場産業の成長を促すため、経営相談や商品開発、販路開拓など、総合的な支援を行うとともに、

経済活動のグローバル化の進展に対応し、海外展開を支援する。 

 

Ⅱ 法人運営 

１．中長期的な収支見通しの下、財産の運用、積立金の計画的な活用、外部資金の獲得等に取り組むと

ともに、設備貸与事業等の健全運営に努め、安定した財務基盤の構築に取り組む。 

２．企業ニーズ、経済情勢等を的確に捉え、重点的かつ効果的な業務推進に取り組むとともに、適正な

職員数の確保、外部専門人材の活用、職員の現場力の向上等により、より一層のサービス向上に努め

る。 

３．職員一人ひとりが本県の産業振興のために能力を発揮し、やりがいをもって働けるよう、知識・ノ

ウハウの蓄積に努めるとともに、コンプライアンスの向上を図りながら、働く環境の向上に取り組む。 
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【令和２年度事業計画】 

Ⅰ ものづくり産業集積促進事業 

県内において生産拠点を拡張する自動車、半導体等の中核的企業（大手メーカー等）と県内中小もの

づくり企業との連携を強化するとともに、県外企業との取引の拡大により、ものづくり産業の集積と活

性化を促進する。 

 

１．自動車関連産業集積促進事業 (継続) 

           【予算額 5,293 千円・前年度比 3,587 千円増】 

(財源：県補助 1,693 県委託（国庫）3,600 千円) 

県内で製造される自動車車種のフルモデルチェンジが今後予定されており、調達部品の拡大が想

定されることから、受注可能な県内企業の掘り起こしや技術展示商談会等での技術提案を行うとと

もに、自動車関連技術の国際規格認証の取得を支援し、新規取引の拡大につなげていく。 

主な事業内容 計   画 備考 

技術展示商談会への出展及びマッ

チング支援 

① とうほく・北海道自動車関連技術展示商談会 

(愛知) 

② 自動車関連企業ガイド作成 
 

自動車関連技術の国際規格 

（IATF）認証取得支援 

① IATF 取得セミナー  

② IATF 取得フォローアップ個別指導   

  【目標：新規取引成立件数５件】 

 

２. 半導体関連産業集積促進事業 (継続) 

【予算額 23,356 千円・前年度比 4,130 千円増】 

(財源：県補助 1,956 県委託（国庫）21,400 千円) 

県内に生産拠点を置く半導体関連メーカー（キオクシア、デンソー、東京エレクトロン等）にお

いては、生産拠点の拡張と増産が相次いでいることから、こうした中核的企業との連携を一層強化

するため、「いわて半導体関連産業集積促進協議会（I-SEP）取引拡大部会」を中心に、マッチング

の機会を設け、技術研修会等の開催により参入技術の向上を図る。 

主な事業内容 計   画 備考 

半導体関連メーカーとのマッチン

グ会等 

いわて半導体関連産業集積促進協議会（I-SEP）取引拡

大部会による開催 

R2～取引拡大部

会事務局をセン

ターが担当 

半導体実務者訓練研修会 ４コース(80 人参加)  

 

  【目標：新規取引成立件数５件】 
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３. 医療機器関連産業集積促進支援事業 (継続) 

【予算額 11,649 千円・前年度比 2,355 千円増】 

(財源：県補助 9,149 県委託（国庫）2,500 千円) 

 

今後とも需要の拡大が期待される医療機器関連産業への参入拡大をめざし、「いわて医療機器事

業化研究会」を中心に、臨床工学会等との連携や専門展示会への出展支援、医療機器の国際規格認

証の取得支援を推進していく。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

医療機器事業化研究会 参入技術等のセミナー（２回開催）  

医工連携ニーズマッチング会 臨床工学会との連携による開催（３回程度）  

専門技術展 １回２社出展  

医療機器マネジメント規格

（ISO13485）認証取得支援 

① ISO13485 取得セミナー 

② ISO13485 取得フォローアップ個別指導 
 

 

  【目標：新規取引成立件数５件】 

 

４. ものづくり取引支援事業 (継続) 

【予算額 43,801 千円・前年度比 9,655 千円増】 

(財源：県補助 16,517 県委託 2,564 県委託（国庫）9,310 

県補助（国庫）8,800 負担金 4,110 賛助会費 2,500 千円) 

世界経済の不透明感が拡大しており、県内のものづくり企業においても、今後の受注減が懸念され

ることから、県内外の発注動向調査を強化し、新規の発注案件を発掘するなど、取引機会の拡充を促

進するとともに、今後の受発注に不可欠な国際品質規格認証の取得支援を推進する。 

  

主な事業内容 計   画 備考 

発注動向調査 年２回・8,000 社調査  

商談会・マッチング交流会 取引商談会(東京、北上) 
東京商談会は４

道県共同開催 

専門技術展 機械要素技術展（２月千葉幕張)14 社出展  

国際品質規格（ISO9001）認証取得

支援 
ISO9001 認証取得セミナー  

供給部品等の改良試作支援 試作助成、専門家派遣  

 

  【目標：新規取引成立件数 80 件】 
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Ⅱ 生産性向上支援事業 

県内中小企業の生産性の向上を図るため、工程カイゼンの普及やＩｏＴ等革新的な生産技術の導入、

これらに伴う新たな設備導入を支援していくとともに、生産現場の技術革新等を担う人材の確保・育成

を図っていく。 

１．工程カイゼン普及促進事業 (継続) 

【予算額 9,044 千円・前年度比▲3千円】 

(財源：県補助 9,044 千円) 

工程カイゼンセミナーや個別指導、現場集合研修等を通じて、トヨタのものづくりシステムの普

及を図り、県内中小企業の生産性向上を促進する。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

工程カイゼンセミナー ２回開催  

工程カイゼン個別指導 10 社支援  

工程カイゼン研修会 

(現場グループ研修) 
10 回(５社参加)  

工程カイゼンフォローアップ 10 社  

  【目標：個別指導企業数 10 社】 

 

２．スマート生産システム普及促進事業 (継続) 

【予算額 43,928 千円・前年度比▲6,816 千円】 

(財源：県補助 4,032 県委託（国庫）16,268 県補助（国庫）21,884 団体補助 1,744 千円) 

ＩｏＴ等の普及促進については２年目となることから、既にモデル企業として支援している企業

については継続的に支援するほか、セミナー等を通じて、アパレルや食品加工を含めた新たなモデル

支援企業を発掘し、その普及拡大を図っていく。併せて、IoT の導入を担う技術者の育成や異業種と

の連携を促進する。 

(１) ＩｏＴ活用モデル創出事業 

主な事業内容 計   画 備考 

ＩｏＴ導入セミナー ２回開催（ものづくり、アパレル・食品分野別）  

ロボット設備導入セミナー １回開催  

モデル企業支援(専門家派遣、実証

支援等) 

・ものづくり企業 10 社 

・アパレル企業 ２社 

・食品加工企業 ２社 

 

ＩｏＴ導入実証試作補助 

(2/3 補助) 
６社助成  
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 (２) ＩｏＴ推進技術者育成事業 

主な事業内容 計   画 備考 

ＩｏＴ技術者育成 大学・公設試派遣 ２社 ２名  

ＩｏＴ異業種メンター育成ワーク

ショップ 
農林漁業者・IT 事業者 IoT 活用ワークショップ ２回  

  

  【目標：支援企業数 ６社】 

 

３．中小企業設備貸与事業 (継続) 

【予算額 761,658 千円・前年度比▲50,007 千円】 

(財源：県補助 1,658 借入金 750,000 利息収入 10,000 千円) 

設備貸与事業のＰＲを強化し、事業の利用拡大を図り、県内中小企業における設備導入を支援し、

その生産性向上等を促進する。 

主な事業内容 計   画 備考 

設備貸与実行 
(融資枠)7 億 5,000 万円 

(利  率)査定条件 1.6～1.2％ 
 

【目標：貸与件数３０件】 

 

４．産業人材確保・育成事業 (継続) 

【予算額 56,522 千円・前年度比▲23,511 千円】 

(財源：県委託 2,993 県委託（国庫）28,246 基金 23,753 負担金 730 賛助会費 800 千円) 

県内中小企業の人材確保を支援するとともに、中小企業の成長を担う中堅管理職等の育成を支援

する。 

 (１) 産業人材確保対策事業 

主な事業内容 計   画 備考 

人材還流定着促進事業 
大卒者等県内就職者への奨学金返還助成 

認定 120 名 

R2.4～新制度ス

タート 

プロフェッショナル人材戦略拠点

事業 

中小企業求人と人材紹介会社とのマッチング 

成約 50 件 
 

企業魅力発信事業 
ふるさといわて魅力発見交流会（盛岡 9/23） 

学生等ものづくり企業見学会 40 名参加 
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 (２) 人材育成研修事業 

主な事業内容 計   画 備考 

企業中堅管理者養成研修 定員 20 名  

企業会計研修 
① 管理会計研修 

② 管理会計フォローアップ個別指導 
 

 

  【目標：人材確保支援企業数 30 社】 
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Ⅲ 技術革新支援事業 

県内研究開発型企業の育成と事業化を促進し、その高付加価値化を図るため、大学・公設試の研究シ

ーズを活かした研究開発と事業化を支援するとともに、ＩＬＣ関連業務に参入できる技術力の強化を

図る。 

１．産学連携プロジェクト創出事業 

【予算額 47,475 千円・前年度比▲64,327 千円】 

(財源：県補助 11,998 県委託 4,800 国補助 29,177 基金 1,500 千円) 

自動車や半導体の次世代生産技術の実用化をめざし、県内の大学・公設試及び企業コンソーシアム

による試作・実用化試験等を支援するほか、若手技術者の育成、研究プロジェクト競争的資金を活用

した研究開発と事業化や知財取得支援を行う。 

 (１) 有望研究分野技術研究・事業化支援事業 (継続) 

主な事業内容 計   画 備考 

次世代生産技術の試作開発と事業

化支援 

① 大学・公設試及び県内企業の参加による鋳造・樹脂

の次世代生産技術の試作開発を支援 

② 次世代生産技術の活用ニーズ調査 

 

若手専門人材育成支援 ロボット技術、素形材加工技術  

外国特許出願支援 補助５件  

(２) いわて戦略的研究開発推進事業 (継続) 

主な事業内容 計   画 備考 

研究開発競争資金(県補助) 事業申請(資金獲得)、運営支援(新規１件) 

企業 2/3 補助 

(企業初年度 

640 万円) 

 (３) 戦略的基盤技術高度化支援事業 (継続) 

主な事業内容 計   画 備考 

研究開発競争資金(国補助) 事業申請(資金獲得)、運営支援(継続 1件、新規 2件) 

企業 2/3 補助 

(企業初年度 

4,500 万円) 

 

  【目標：新規共同研究件数５件】 
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２．ＩＬＣ実用化プロジェクト創出事業 (継続) 

【予算額 28,569 千円・前年度比 12,384 千円増】 

(財源：県委託 14,569 国委託 14,000 千円) 

「いわて加速器関連産業研究会」を中心に、高エネルギー加速器研究機構(ＫＥＫ)や大手加速器関

連企業とのマッチング、大学等と連携した研究開発支援などにより、県内企業の加速器関連産業分野

への参入を支援する。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

いわて加速器関連産業研究会 セミナー５回  

加速器関連技術の受注取引支援 新規取引３件  

 

  【目標：試作開発・受注支援件数３件】 
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Ⅳ 被災地産業復興支援事業 

経営課題が顕著な被災企業について、その課題解決方針を明確にしながら、重点的かつ継続的な伴走

支援を行っていく。また、沿岸企業の販路開拓に向け、マーケティング戦略の作成等セミナーを開催し

ていく。 

 

１．被災中小企業復興支援事業 (継続) 

【予算額 766,420 千円・前年度比 208,806 千円増】 

(財源：県補助 12,664 国補助 28,965 借入金 720,000 基金運用益 4,791 千円) 

グループ補助対象企業への高度化資金貸付とその債権の管理を行うほか、被災企業の経営課題等

を把握し、専門家等と連携しながら、経営戦略の立案や商品、販売先等の見直しなど収益体質の強化

に向けた被災企業の取組を伴走型で支援する。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

被災中小企業施設・設備整備支援 グループ補助対象企業に対する整備資金無利子融資  

被災中小企業災害復旧資金利子補給 東日本大震災特別貸付制度を活用した企業への利子補給  

中小企業再生支援利子補給 債務買取等手続期間における利子補給  

被災中小企業経営改善支援 被災企業の経営改善に向けた専門家派遣等  

 

  【目標：経営支援企業 20社】 

 

２．被災企業マーケティング支援事業 (組替) 

【予算額 5,000 千円・前年度比▲9,900 千円】 

(財源：さんりく基金委託 5,000 千円) 

復興需要の終息等により売上の縮小に悩む沿岸企業を対象に、マーケティング戦略を検討する機

会を設け、その具体的な実現を支援する。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

沿岸企業マーケティング戦略支援 
① マーケティング戦略セミナー・相談会 

② マーケティング戦略の実現に向けた個別支援 
 

 

  【目標：リーダー育成企業６社】 
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Ⅴ 地場産業活性化推進事業 

地域経済を支える地場産業や小規模事業者の活性化をめざし、きめ細かな経営支援や、新たな商品・

事業の創出を促すとともに、県外への販路拡大や起業支援を強化する。 

 

１．中小企業相談支援事業 (継続) 

【予算額 57,317 千円・前年度比▲6,959 千円】 

(財源：県補助 1,920 国補助 55,397 千円) 

起業者及び中小企業等の経営相談に対応し、課題解決に向け総合的に支援する。 

主な事業内容 計   画 備考 

よろず支援拠点の運営 
① 相談対応 4,000 件（起業者向けを強化） 

② 地域相談会 100 回開催(金融機関等と連携) 
 

  【目標：相談対応件数 4,000 件】 

 

２．新商品・新事業創出支援事業 (継続) 

【予算額 47,780 千円・前年度比▲5,000 千円】 

(財源：県補助 26,969 県委託 3,083 ﾌｧﾝﾄﾞ運用益 17,728 千円) 

いわて希望応援ファンドの運用益等を活用した事業助成により、新規創業や中小企業の新商品開

発、新事業展開、農商工連携等を支援する。 

主な事業内容 計   画 備考 

地域資源活用、経営革新計画、事業

者連携(農商工連携含む)、商店街

活性化等の新商品・新事業創出に

係る事業費を補助 

補助 25 事業 

事業要件により、

1/2～3/4 補助・

100～300 万円上

限 

  【目標：事業化率 80％】 

 

３．特産品販路開拓支援事業（継続） 

【予算額 37,910 千円・前年度比 2,610 千円増】 

(財源：会員負担金 28,310 出品負担金 9,600 千円) 

特産品の商品発掘と販路拡大を図るため、特産品コンクールの開催や物産展を開催する。 

主な事業内容 計   画 備考 

特産品コンクール 
IWATE FOOD & CRAFT2020（旧いわて特産品コンクール） 

加工食品部門、工芸品部門 
 

百貨店物産展 盛岡川徳展、東京高島屋展、名古屋名鉄展 
R2～岩手県産㈱に

事業完全委託 
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４．海外市場展開支援事業 (継続) 

【予算額 91,141 千円・前年度比 0千円】 

(財源：県負担金 41,419 県委託 49,722 千円) 

岩手県大連経済事務所及び岩手県雲南事務所の運営により中国との経済交流を促進し、県内企業

の中国市場への展開を支援する。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

大連経済事務所の運営 

大連展示商談会(９月) 

岩手県上海アンテナショップ(通年) 

中国バイヤー招へい・誘客(随時) 

 

雲南事務所の運営 

中国－南アジア博覧会(６月) 

雲南省経済交流事業(随時) 

中国バイヤー招へい・誘客(随時) 

 

 

  【目標：海外展開支援 10社】 

 

５．食品関連産業活性化支援事業 (新規) 

【予算額 11,956 千円・前年度比 11,956 千円増】 

(財源：県補助 5,978 事業助成金 5,978 千円) 

県内製造業のうち事業所数が約 1/4 を占め、地域の経済を支える食品関連産業においては、昨今、

原料費高騰や人材不足、地域内消費の減少など多くの課題を抱えていることから、IoT 導入等による

生産性向上や商品・流通面の課題解決、新たな取引先の開拓等の支援を強化する。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

生産性向上支援 専門家による生産効率化に向けた指導・助言等 
（生産性向上支援

再掲） 

商品化・流通支援 
専門家による商品の見直しや企画、販売流通等の指導助

言など 
 

販路開拓支援（商談会・展示会） 
① いわて食の商談会出展支援 

② 食品専門展示会（ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄﾄﾚｰﾄﾞｼｮｰ）出展支援 
 

 

  【目標：取引拡大支援企業数 20 件】 

 

６．起業支援ネットワーク構築事業 (新規) 

【予算額 17,814 千円・前年度比 17,814 千円増】 

(財源：県補助 8,907 事業助成金 8,907 千円) 

若者や女性等の起業を促進するため、県等と連携し新たな起業支援拠点を開設するとともに、県内

支援機関等の支援事業の紹介や起業家との交流会、ビジネススキルの習得、ビジネスマッチング等総
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合的に支援する。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

起業支援拠点の運営 
① 起業支援拠点の開設（５月～） 

② 起業支援情報の収集と発信 
 

起業家交流会 県外ベンチャー企業経営者を囲む交流会（６回以上）  

ICT スキル研修 
ICT スキルを本格的に習得する研修 

（Weｂデザイン、動画編集、アプリ開発等） 
 

スタートアップ事業者とのビジネ

スマッチング 

県内外の企業からの業務受注を促進する相談会やマッ

チングを支援 
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Ⅵ 管理運営事業 (継続) 

  【予算額 220,489 千円・前年度比 11,127 千円減】 

(財源：県補助 162,764 貸与収入 20,455 賛助会費 3,430 基金運用益 33,840 千円) 

法人の適切な管理運営を図るとともに、積極的な広報活動、職員の資質向上・コンプライアンスの

向上を図る。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

理事会、評議員会、会計監査 
理事会４回、評議員会２回、監事監査２回、 

会計監査人監査３回、内部監査２回 
 

センター事業の広報活動 
広報誌「産業情報いわて」８回発行、 

ホームページ随時更新、パブリシティ活用 
 

職員育成 
職員研修開催、外部研修への派遣、コンプライアンスの

向上 
 

 

 

Ⅶ 情報基盤等強化事業（新規） 

 【予算額 25,000 千円・前年度比 25,000 千円】 

(財源：特別積立金取崩 25,000 千円) 

５Ｇの普及など情報化の進展を踏まえ、支援機関であるセンター内においても、情報基盤機能の強

化を計画的・段階的に推進し、業務の効率化や県内外企業等とのネットワーク強化をめざす。 

 

主な事業内容 計   画 備考 

情報システム強化 

① 情報強化基本設計（中期整備計画） 

② 業務管理・文書管理・会計管理システム更新 

③ 企業データベース更新 

④ サーバー更新 
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（参考） 

中小企業地域資源活用等促進事業に係る申請概要について 

 

 公益財団法人全国中小企業振興機関協会が公募する令和２年度標記事業について、当センターとして

下記のとおり事業申請していることから（３月事業採択）、当初予算に計上した。 

 

事業項目 事業内容 
事業予算額（千円） 

 【協会申請額】 【県補助金額】 

Ⅱ生産性向上支援事業 

1 スマート生産シス

テム普及促進事業 

食品やアパレル関連企業を対象

に、ICT・IoT の導入活用を促進し、

その生産性の向上を支援 

生産性向上支援

経費 

3,488 

 

 

1,744 

いわての地場産

業魅力拡大事業 

1,744 

Ⅴ地場産業活性化推進

事業 

5 食品関連産業活性

化支援事業 

食品関連企業において、商品開発

や域外との取引マッチング支援を

強化 

営業・販売力強

化支援経費 

11,956 

 

 

5,978 

いわて食の販路

拡大事業 

5,978 

6 起業支援ネットワ

ーク構築事業 

起業支援拠点開設による起業支援

情報提供や起業・後継人材の育成、

起業スキル等の支援強化 

起業人材・後継

者育成経費 

17,814 

 

 

8,907 

中小ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援

事業 

4,928 

起業支援推進事

業 

3,979 

計  33,258 16,629 16,629 

 



【令和２年度 予算総括表】 （単位：千円）

事業 区分 金額
Ⅰ ものづくり産業集積促進事業 計 84,099 84,099 64,372 19,727

1 自動車関連産業集積促進事業 自動車関連産業創出推進事業 県補助 1,693
ものづくり産業人材育成事業 県委託 3,600

2 半導体関連産業集積促進事業 半導体関連産業創出推進事業 県補助 1,956
ものづくり産業人材育成事業 県委託 21,400

3 医療機器関連産業集積促進支援事業 医療機器関連産業参入促進事業 県補助 9,149
ものづくり産業人材育成事業 県委託 2,500

4 ものづくり取引支援事業 中小ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援事業 県補助 16,517
ものづくり産業人材育成事業 県委託 9,310
中小企業総合的成長支援事業 県補助 8,800
企業負担金 負担金 4,110
賛助会費 賛助会費 2,500
ｿｳﾄｳｪｱ開発業務取引支援事業 県補助 0
北いわて産業支援事業 県委託 2,564
中小企業総合的成長支援事業 県補助 0

Ⅱ 生産性向上支援事業 計 871,152 871,152 951,489 ▲ 80,337
1 工程カイゼン普及促進事業 自動車関連産業創出推進事業 県補助 9,044 9,044 9,047 ▲ 3
2 スマート生産システム普及促進事業

(1) IoT活用モデル創出事業 ものづくり産業人材育成事業 県委託 2,000
中小企業総合的成長支援事業 県補助 21,884
ｿｳﾄｳｪｱ開発業務取引支援事業 県補助 2,288
いわての地場産品魅力拡大事業 県補助 1,744
中小企業地域資源活用等促進事業助成金 団体補助 1,744

(2) IoT推進技術者育成事業 ものづくり産業人材育成事業 県委託 0
新技術対応人材連携育成事業 県委託 14,268

3 中小企業設備貸与事業 小規模企業者等設備貸与貸付事業 県補助 1,658
貸与事業（貸付） 借入金 750,000
貸与事業（減価償却費、支払利息等） 利息収入 10,000

4 産業人材確保・育成事業
(1) 産業人材確保対策事業 人材還流定着促進事業 県委託 2,993

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点事業 県委託 27,246
ものづくり産業人材育成事業 県委託 1,000
人材確保・定着等支援事業 国委託 0
いわて奨学金返還支援事業 基金 23,753

(2) 人材育成研修事業 ものづくり産業人材育成事業 県委託 0
企業負担金 負担金 730
賛助会費 賛助会費 800

Ⅲ 技術革新支援事業 計 76,044 76,044 127,987 ▲ 51,943
1 産学連携プロジェクト創出事業

(1) 有望研究分野技術研究・事業化支援事業 科学技術振興推進事業 県補助 2,949
中小ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援事業 県補助 9,049
ものづくり産業人材育成事業 県委託 0
地域中小企業知的財産戦略支援事業 国補助 6,684
技術振興基金運用益 基金 1,500

(2) いわて戦略的研究開発推進事業 いわて戦略的研究開発推進事業 県委託 4,800 4,800 9,778 ▲ 4,978
(3) 戦略的研究開発推進事業 戦略的研究開発推進事業 国補助 22,493 22,493 71,652 ▲ 49,159

2 ILC実用化プロジェクト創出事業 中小ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援事業 県補助
加速器関連産業参入促進支援事業 県委託 14,569
地域中核企業創出・支援事業 国委託 14,000

Ⅳ 被災地産業復興支援事業 計 771,420 771,420 572,514 198,906
1 被災中小企業復興支援事業 被災中小企業施設・設備整備支援事業 県補助 7,659

被災中小企業重層的支援事業 県補助 5,005
被災中小企業災害復旧資金利子補給事業 国補助 3,955
中小企業再生支援利子補給事業 国補助 25,010
高度化資金貸付事業 借入金 720,000
高度化基金運用益 基金 4,791

2 被災地中核企業成長支援事業 さんりく企業成長支援委託事業 基金委託 5,000
三陸地域産業活性化支援事業 県委託 0
企業間連携・新事業展開促進事業 県委託 0

Ⅴ 地場産業活性化推進事業 計 264,984 264,984 243,493 21,491
1 中小企業相談支援事業 中小ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援事業 県補助 1,920

中小企業・小規模事業者ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ事業 国委託 55,397
2 新商品・新事業創出支援事業 中小企業ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援事業 県補助 1,969

いわて新事業活動促進支援事業 県補助 25,000
いわて農商工連携推進事業 県委託 3,083
いわて希望応援ﾌｧﾝﾄﾞ基金運用益 基金 17,728

3 物産販路開拓支援事業 いわての物産展等実行委員会負担金 県等負担金 28,310
物産展等出品者負担金 負担金 9,600
技術振興基金運用益 基金 0

4 海外市場展開支援事業 岩手県大連経済事務所管理運営費 県負担金 37,732
上海情報発信強化事業 県負担金 1,687
中国誘客促進事業 県負担金 3,200
大連展示商談会費 県委託 845
中国ビジネス拡大定着促進事業 県委託 18,466
県産品輸出ネットワーク形成事業費 県委託 0
中国大連政府との人事交流事業 県委託 376
雲南省交流推進事業 県委託 8,344
岩手県雲南事務所管理運営事業 県委託 21,557

5 食品関連産業活性化支援事業 いわて食の販路拡大事業 県補助 5,978
中小企業地域資源活用等促進事業助成金 団体補助 5,978

6 起業支援ネットワーク構築事業 中小ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援事業 県補助 4,928
起業支援推進事業 県補助 3,979
中小企業地域資源活用等促進事業助成金 団体補助 8,907

Ⅵ 管理運営事業 計 220,489 220,489 231,616 ▲ 11,127
1 情報提供事業 中小企業ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援事業 県補助 3,816

賛助会費 賛助会費 1,600
2 法人管理費 人件費 204,834

共通経費 10,239
Ⅶ 情報基盤整備事業 計 25,000 25,000 0 25,000

積立金 25,000 25,000 0 25,000
県補助 146,985 146,985 146,401 584
県委託 158,921 158,921 177,577 ▲ 18,656
国補助 58,142 58,142 104,030 ▲ 45,888
国委託 69,397 69,397 89,400 ▲ 20,003
団体補助 16,629 16,629 0 16,629
借入金 1,470,000 1,470,000 1,300,000 170,000
負担金 85,369 85,369 81,509 3,860
その他 307,745 307,745 292,554 15,191

2,313,188 2,313,188 2,191,471 121,717

※予算額について 経常費用　　　　　　　1,593,188千円（「収支予算書104」に記載）
＋

合計

財源
予算額 前年度予算額

9,29411,649

19,969

23,356 19,226

1,706

225,629215,073

5,9875,416

92,207 91,141

高度化資金貸付事業の貸付額720百万円は会計上、収支予算書に反映されないことから、
経常費用と差異が生じているもの。

高度化貸付金　　　　　　720,000千円
令和2年度予算合計　 　2,313,188千円

43,801 34,146

5,293

4,1241,530

75,90954,992

811,665

14,268

30,77529,660

0

0

17,814

11,956

57,317 64,276

52,776

35,30037,910

47,780

14,9005,000

557,614766,420

16,18528,569

4,130

2,355

9,655

30,37220,182

▲ 5,701

▲ 50,007

▲ 20,917

▲ 2,594

761,658

事業区分

▲ 571

▲ 10,556

▲ 4,996

2,610

1,066

11,956

17,814

▲ 10,190

12,384

208,806

▲ 9,900

▲ 6,959

▲ 1,115

比較増減

3,587

15



収　　 支　　 予　　 算　　 書 
令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

（単位：千円）

1 Ⅰ　一般正味財産増減の部
2 １．経常増減の部
3 (1) 経常収益
4 基本財産運用益 [1,892] [1,892] [0]
5 基本財産受取利息 1,892 1,892 0
6 特定資産運用益 [53,338] [209,590] [△ 156,252]
7 特定資産受取利息 6,919 6,920 △1
8 指定正味財産からの振替額 46,419 202,670 △156,251
9 受取会費 [6,000] [6,000] [0]

10 受取会費 6,000 6,000 0
11 事業収益 [859,383] [859,383] [0]
12 割賦販売収益 (853,595) (853,595) (0)
13 割賦設備収益 805,195 805,195 0
14 受取割賦損料 48,400 48,400 0
15 受取再リース料 14 14 0
16 受取違約金 5,774 5,774 0
17 受取補助金等 [578,647] [668,553] [△ 89,906]
18 受取都道府県等補助金 358,327 400,576 △42,249
19 受取都道府県等受託金 220,320 267,977 △47,657
20 受取負担金 [75,769] [75,119] [650]
21 受取負担金 75,769 75,119 650
22 雑収益 [18] [18] [0]
23 受取利息 1 1 0
24 雑収益 17 17 0
25 　　　　経常収益計 1,575,047 1,820,555 △245,508
26 (2) 経常費用 0 0
27 事業費 [1,533,350] [1,632,236] [△ 98,886]
28 割賦販売原価 805,195 805,195 0
29 役員報酬 6,700 6,700 0
30 給与手当 131,114 120,631 10,483
31 退職給付費用 14,083 13,391 692
32 法定福利費 23,829 26,636 △2,807
33 福利厚生費 467 129 338
34 賞与引当金繰入 2,972 2,972 0
35 賃金 2,950 11,539 △8,589
36 報酬 21,500 21,500 0
37 謝金 [168,677] [174,731] [△ 6,054]
38 委員等謝金 793 879 △86
39 講師等謝金 25,609 28,129 △2,520
40 職員等謝金 142,276 145,723 △3,447
41 旅費 [61,470] [66,208] [△ 4,738]
42 委員等旅費 557 419 138
43 講師等旅費 11,801 16,745 △4,944
44 職員等旅費 49,112 49,044 68
45 保険料 1,476 685 791
46 公租公課 [5,157] [7,421] [△ 2,264]
47 リース投資資産固定資産税 59 59 0
48 その他の公租公課 5,098 7,362 △2,264
49 渉外費 5,490 6,166 △676
50 消耗品費 12,962 17,986 △5,024
51 新聞図書費 444 250 194
52 燃料費 2,428 2,802 △374
53 食糧費 0 0 0
54 印刷製本費 3,770 5,911 △2,141
55 通信運搬費 9,274 10,147 △873
56 会議費 554 779 △225
57 広告宣伝費 2,851 7,434 △4,583
58 修繕費 19 19 0
59 支払手数料 2,451 1,986 465
60 調査費 110 1,029 △919
61 備品費 434 300 134
62 使用料及び賃借料 37,656 40,774 △3,118
63 水道光熱費 781 2,398 △1,617
64 減価償却費 4,237 4,237 0
65 支払委託費 64,480 78,309 △13,829
66 支払負担金 9,922 14,304 △4,382
67 支払助成金 105,930 155,679 △49,749
68 支払利息 4,025 4,025 0
69 工事費 2,478 2,523 △45
70 貸倒引当金繰入 17,353 17,353 0
71 雑費 112 87 25

前年度予算額 増　　減予　算　額科　　　　　　目
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（単位：千円）

前年度予算額 増　　減予　算　額科　　　　　　目

72 管理費 [59,838] [68,318] [△ 8,480]
73 役員報酬 440 1,408 △968
74 給与手当 22,987 24,460 △1,473
75 退職給付費用 3,560 3,272 288
76 法定福利費 7,474 12,399 △4,925
77 福利厚生費 446 545 △99
78 賞与引当金繰入 8,365 8,365 0
79 賃金 0 268 △268
80 謝金 (4,714) (4,714) (0)
81 講師等謝金 4,714 4,714 0
82 職員等謝金 0 0 0
83 旅費 (1,421) (1,428) (△ 7)
84 講師等旅費 720 720 0
85 職員等旅費 701 708 △7
86 保険料 8 8 0
87 公租公課 1,656 1,656 0
88 渉外費 739 739 0
89 消耗品費 1,023 1,011 12
90 新聞図書費 79 79 0
91 食糧費 26 26 0
92 印刷製本費 0 1,000 △1,000
93 通信運搬費 218 242 △24
94 会議費 2 2 0
95 広告宣伝費 0 0 0
96 支払手数料 0 0 0
97 使用料及び賃借料 525 539 △14
98 水道光熱費 0 0 0
99 減価償却費 2,951 2,951 △0
100 支払委託費 1,995 1,994 1
101 支払負担金 1,209 1,212 △3
102 工事費 0 0 0
103 雑費 0 0 0
104 　　　　経常費用計 1,593,188 1,700,554 △107,366
105 　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 △18,141 △36,250 18,109
106 　　　　基本財産評価損益等 0 0 0
107 　　　　特定資産評価損益等 0 0 0
108 　　　　評価損益等計 0 0 0
109 　　　　当期経常増減額 △18,141 △36,250 18,109
110 ２．経常外増減の部 0 0
111 (1) 経常外収益 0 0
112 その他収益 [3,067] [159,318] [△ 156,251]
113 事業原資準備金取崩益 0 156,251 △156,251
114 償却債権取立益 3,067 3,067 0
115 　　　　経常外収益計 3,067 159,318 △156,251
116 (2) 経常外費用 0 0
117 　　　　事業原資準備金返還損 0 156,251 △156,251
118 　　　　経常外費用計 0 156,251 △156,251
119 　　　　当期経常外増減額 3,067 3,067 0
120 　　　　他会計振替額 0 0 0
121 　　　　当期一般正味財産増減額 △15,074 △33,183 18,109
122 　　　　一般正味財産期首残高 1,493,095 1,493,095 0
123 　　　　一般正味財産期末残高 1,478,021 1,459,912 18,109
124 Ⅱ　指定正味財産増減の部 0 0
125 　　　　特定資産運用益 246,282 246,282 0
126 　　　　 いわて産業人材奨学金返還支援基金 △10,414 △10,414 0
127 　　　　一般正味財産への振替額 △46,419 △202,670 156,251
128 　　　　当期指定正味財産増減額 189,449 33,198 156,251
129 　　　　指定正味財産期首残高 1,760,894 1,917,145 △156,251
130 　　　　指定正味財産期末残高 1,950,343 1,950,343 0
131 Ⅲ　正味財産期末残高 3,428,364 3,410,255 18,109
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（単位：千円）
公益目的事業会計 収益事業等会計
産業振興事業（公） 物産販路開拓事業（他）

1 Ⅰ　一般正味財産増減の部
2 １．経常増減の部
3 (1) 経常収益
4 基本財産運用益 [0] [0] [1,892] [1,892]
5 基本財産受取利息 0 0 1,892 1,892
6 特定資産運用益 [47,941] [0] [5,397] [53,338]
7 特定資産受取利息 5,326 0 1,593 6,919
8 指定正味財産からの振替額 42,615 0 3,804 46,419
9 受取会費 [0] [0] [6,000] [6,000]

10 受取会費 0 0 6,000 6,000
11 事業収益 [858,817] [0] [566] [859,383]
12 割賦販売収益 (853,029) (0) (566) (853,595)
13 割賦設備収益 805,195 0 0 805,195
14 受取割賦損料 47,834 0 566 48,400
15 受取再リース料 14 0 0 14
16 受取違約金 5,774 0 0 5,774
17 受取補助金等 [537,174] 0 [41,473] [578,647]
18 受取都道府県等補助金 316,854 0 41,473 358,327
19 受取都道府県等受託金 220,320 0 0 220,320
20 受取負担金 [46,729] [28,310] [730] [75,769]
21 受取負担金 46,729 28,310 730 75,769
22 雑収益 [17] [1] [0] [18]
23 受取利息 0 1 0 1
24 雑収益 17 0 0 17
25 　　　　経常収益計 1,490,678 28,311 56,058 1,575,047
26 (2) 経常費用 0
27 事業費 [1,504,765] [28,585] [0] [1,533,350]
28 割賦販売原価 805,195 0 0 805,195
29 役員報酬 6,700 0 0 6,700
30 給与手当 131,114 0 0 131,114
31 退職給付費用 14,083 0 0 14,083
32 法定福利費 23,829 0 0 23,829
33 福利厚生費 467 0 0 467
34 賞与引当金繰入 2,972 0 0 2,972
35 賃金 2,950 0 0 2,950
36 報酬 21,500 0 0 21,500
37 謝金 (168,527) (150) (0) (168,677)
38 委員等謝金 793 0 0 793
39 講師等謝金 25,459 150 0 25,609
40 職員等謝金 142,276 0 0 142,276
41 旅費 (61,295) (175) (0) (61,470)
42 委員等旅費 535 22 0 557
43 講師等旅費 11,731 70 0 11,801
44 職員等旅費 49,030 83 0 49,112
45 保険料 1,221 255 0 1,476
46 公租公課 (5,137) (20) (0) (5,157)
47 リース投資資産固定資産税 59 0 0 59
48 その他の公租公課 5,078 20 0 5,098
49 渉外費 5,490 0 0 5,490
50 消耗品費 12,769 193 0 12,962
51 新聞図書費 444 0 0 444
52 燃料費 2,428 0 0 2,428
53 食糧費 0 0 0 0
54 印刷製本費 2,120 1,650 0 3,770
55 通信運搬費 9,114 160 0 9,274
56 会議費 474 80 0 554
57 広告宣伝費 2,851 0 0 2,851
58 修繕費 19 0 0 19
59 支払手数料 2,424 27 0 2,451
60 調査費 110 0 0 110
61 備品費 434 0 0 434
62 使用料及び賃借料 36,790 866 0 37,656
63 水道光熱費 751 30 0 781
64 減価償却費 4,237 0 0 4,237
65 支払委託費 42,480 22,000 0 64,480
66 支払負担金 8,292 1,630 0 9,922
67 支払助成金 104,580 1,350 0 105,930
68 支払利息 4,025 0 0 4,025
69 工事費 2,478 0 0 2,478
70 貸倒引当金繰入 17,353 0 0 17,353
71 雑費 112 0 0 112

収　支　予　算　書　内　訳　表 
令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

合計科　　　　　　目 法人会計
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公益目的事業会計 収益事業等会計
産業振興事業（公） 物産販路開拓事業（他）

合計科　　　　　　目 法人会計

72 管理費 [0] [0] [59,838] [59,838]
73 役員報酬 0 0 440 440
74 給与手当 0 0 22,987 22,987
75 退職給付費用 0 0 3,560 3,560
76 法定福利費 0 0 7,474 7,474
77 福利厚生費 0 0 446 446
78 賞与引当金繰入 0 0 8,365 8,365
79 賃金 0 0 0 0
80 謝金 (0) (0) (4,714) (4,714)
81 講師等謝金 0 0 4,714 4,714
82 職員等謝金 0 0 0 0
83 旅費 (0) (0) (1,421) (1,421)
84 講師等謝金 0 0 720 720
85 職員等旅費 0 0 701 701
86 保険料 0 0 8 8
87 公租公課 0 0 1,656 1,656
88 渉外費 0 0 739 739
89 消耗品費 0 0 1,023 1,023
90 新聞図書費 0 0 79 79
91 食糧費 0 0 26 26
92 印刷製本費 0 0 0 0
93 通信運搬費 0 0 218 218
94 会議費 0 0 2 2
95 広告宣伝費 0 0 0 0
96 支払手数料 0 0 0 0
97 使用料及び賃借料 0 0 525 525
98 水道光熱費 0 0 0 0
99 減価償却費 0 0 2,951 2,951
100 支払委託費 0 0 1,995 1,995
101 支払負担金 0 0 1,209 1,209
102 工事費 0 0 0 0
103 雑費 0 0 0 0
104 　　　　経常費用計 1,504,765 28,585 59,838 1,593,188
105 　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 △14,087 △274 △3,780 △18,141
106 　　　　基本財産評価損益等 0 0 0 0
107 　　　　特定資産評価損益等 0 0 0 0
108 　　　　評価損益等計 0 0 0 0
109 　　　　当期経常増減額 △14,087 △274 △3,780 △18,141
110 ２．経常外増減の部 0
111 (1) 経常外収益 0
112 その他収益 [3,067] [0] [0] [3,067]
113 事業原資準備金取崩益 0 0 0 0
114 償却債権取立益 3,067 0 0 3,067
115 　　　　経常外収益計 3,067 0 0 3,067
116 (2) 経常外費用 0
117 　　　　事業原資準備金返還損 0 0 0 0
118 　　　　経常外費用計 0 0 0 0
119 　　　　当期経常外増減額 3,067 0 0 3,067
120 　　　　他会計振替額 0 0 0 0
121 　　　　当期一般正味財産増減額 △11,020 △274 △3,780 △15,074
122 　　　　一般正味財産期首残高 1,381,885 11,419 99,791 1,493,095
123 　　　　一般正味財産期末残高 1,370,865 11,145 96,011 1,478,021
124 Ⅱ　指定正味財産増減の部 0
125 　　　　特定資産運用益 242,478 0 3,804 246,282
126 　　　　 いわて産業人材奨学金返還支援基金 △10,414 0 0 △10,414
127 　　　　一般正味財産への振替額 △42,615 0 △3,804 △46,419
128 　　　　当期指定正味財産増減額 189,449 0 0 189,449
129 　　　　指定正味財産期首残高 796,274 0 964,620 1,760,894
130 　　　　指定正味財産期末残高 985,723 0 964,620 1,950,343
131 Ⅲ　正味財産期末残高 2,356,588 11,145 1,060,631 3,428,364
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7
7
,
6
8
4

(
3
)
 
そ

の
他

固
定

資
産

未
収

設
備

資
金

貸
付

金
1
2
,
8
7
9

高
度

化
資

金
貸

付
金

1
2
,
3
2
5
,
8
2
3

未
収

高
度

化
資

金
貸

付
金

2
,
0
9
5

建
物

7
7
8

建
物

減
価

償
却

累
計

額
△

5
1
8

車
両

運
搬

具
2
,
7
7
8

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

△
1
,
9
3
5

器
具

備
品

2
2
,
9
2
1

器
具

備
品

減
価

償
却

累
計

額
△

2
2
,
8
0
6

リ
ー

ス
資

産
1
6
,
3
7
9

リ
ー

ス
資

産
減

価
償

却
累

計
額

△
1
8
,
3
9
1

構
築

物
7
8
8

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

△
1
1
4

電
話

加
入

権
4
8
9

資
産

圧
縮

累
計

額
△

5
5
5

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

6
7
6

　
　

　
　

そ
の

他
固

定
資

産
合

計
1
2
,
3
4
1
,
2
8
7

　
　

　
　

固
定

資
産

合
計

3
9
,
8
4
0
,
4
6
2

　
　

　
　

資
産

合
計

4
3
,
1
5
5
,
6
4
3

科
　

　
　

　
　

　
目

予
　

算
　

額
科

　
　

　
　

　
　

目
予

　
算

　
額
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